
 

千郷地区新設園整備事業基本計画・基本設計業務プロポーザル提案書作成要領 

 

１ 提案書等作成方法  

 

（１）  様式等の形式 

 ア サイズ     Ａ４判とし、縦長に用いること。 

 イ 文字方向    横書き（図表等に含まれる文字を除く。） 

 ウ 印刷方法    両面、左綴じ（カラー印刷可） 

 エ 文字ポイント  １０．５ポイント以上とする（図表等に含まれる文字を除く。） 

 オ ページ番号   表紙及び目次を除き、ページ番号を付すこと。 

 カ ページ数    表紙及び目次を除き、５０ページ以内とすること。 

 キ その他     文字の書体、文字色、文字間及び行間は指定しない。 

（２）  提案書様式 

 ア 提案提出書（様式４） 

 イ 企画提案書表紙、目次（Ａ４縦長 任意様式） 

 ウ 参考見積金額（Ａ４縦長 任意様式 ※積算内訳も任意様式） 

・本業務にかかる参考見積金額を記載し、その算出根拠となる積算内訳を明記する。 

   ・参考見積額は、消費税及び地方消費税も含めて記載すること。 

  ・参考見積金額は、実施要領「２ 事業費（予算額）」に示す金額を超えた場合、失格

とする。 

  ・参考見積書については、参加希望者を特定できないようにすること。 

 エ 企画提案書（Ａ４縦長 任意様式） 

  ・実施要領「１ 事業概要（３）内容」に掲げる事項について、具体的な提案を行う。 

  ・本業務の実施方針、取組体制、チームの特徴、特に重視する業務遂行上の配慮事項等

を簡潔に記載する。 

  ・実施要領「１ 事業概要（３）内容」に掲げる事項以外についても、本業務の目的を

達成する上で有効な提案があれば記載すること。 

 オ 配置予定技術者一覧（様式５） 

  ・本業務において配置予定の管理技術者及び担当技術者を記載する。 

 カ 経歴書（様式６） 

  ・管理技術者における認定こども園、保育園、幼稚園にかかる基本設計業務及び基本計画

に関する業務に従事した業務名、実務経験年数、経歴を記載する。 

 キ 業務工程表（Ａ３横長とし、Ａ４サイズに折り込む 任意様式） 

   ・実施要領「１ 事業概要（３）内容」における本業務に関するスケジュールを示す。 

  ク 課題に対する提案（Ａ４縦長 任意様式） 

   ・提案書作成要領「２ 提案のポイント（２）課題」に対する提案を記載する。 

課題に対する提案は、１つの課題に対してＡ４縦長で１枚（両面２ページ分で１枚と

する。）、合計３枚の用紙に収めること。 

・課題に対する提案は、指定枚数内で企画提案書へ課題に対する提案を記載することも



 

可とする。ただし、課題に対する提案を記載するページには、課題に対する提案の記

載である旨、表記すること。その表記方法は任意で構わない。 

 

（３）  体裁 

 ア 表紙 

（ア）  題名には、「千郷地区新設園整備事業基本計画・基本設計業務プロポーザル提案書」

と記載すること。 

（イ）  表紙に作成年月日を記載すること。 

イ その他 

（ア）提案書様式のうち、イからキについては、イ、ウ、エ、オ、カ、キの順に綴ること。 

（４）  製本方法 

正本及び副本ともに、表紙、目次、提案内容を１部ごとに一冊にファイル等で綴ること。

なお、正本には、提案者の名称を記載し、押印（社印）すること。 

（５）  提出部数 

ア 提案提出書      １枚 

イ 企画提案書（正本）  １部 

ウ 企画提案書（副本） １３部 

 

２ 提案のポイント 

 

（１）  目的 

 別紙「千郷地区新設園整備事業基本計画・基本設計業務プロポーザル実施要領」１事業概

要（２）目的と同じ。 

（２）  課題 

 ア 課題① 幼保連携型認定こども園を見据えた設計にかかる課題と配慮事項 

イ 課題② 地域との連携、調和にかかる工夫 

ウ 課題③ 維持管理しやすい施設づくりにおける課題と配慮事項 

 

３ その他 

 

（１）  提案書は、本プロポーザル実施要領及び仕様書を通読し、了解した上で作成すること。 

（２）  提案は、提案者につき１提案とし、複数の提案による提出は認めない。 

（３）  提出期限以降の提案書の差し替え及び再提出は認めない。 

（４）  提案書（副本）には、提案者を特定することができる内容の記述をしないこと。 

（５）  提案内容は、提案者が自ら実現できる範囲内において作成すること。 

（６）  専門的用語の使用を避け、一般的な語句を用いて記載すること。ただし、やむを得ず記

載する場合は、脚注等を記載すること。 

（７）  提案内容の記載が特許権など法令に基づいて保護される第三者の権利対象となっている

ものを使用した結果、生じた責任については、提案者が負うものとする。 


